





























































































































































































































































































































































































































　　児童館数（館）＝－2.7396 ＋ 0.09623×小学校数（校） ＋ 0.003868×実質収支（百万円）





































































　　児童館数（館）＝－7.6702 ＋ 0.1437×小学校数（校） ＋ 0.004989×実質収支（百万円）






　　児童館数（館）＝－0.1354 ＋ 0.1182×小学校数（校） ＋ 0.003085×実質収支（百万円）













児童館数（館）＝-2.7396 ＋ 0.09623×小学校数（校） ＋ 0.003868×実質収支（百万円） 5 
                (-0.1924)   (3.2623)                   (7.3953) 
修正済みR2＝0.7014   標準誤差＝50.6754 
 
 平成16年に関して同様の分析を行うと以下のようであった。 
児童館数（館）＝-7.6702 ＋ 0.1437×小学校数（校） ＋ 0.004989×実質収支（百万円） 10 
                (-0.6152)   (6.5328)                   (9.4779) 







児童館数（館）＝-0.1354 ＋ 0.1182×小学校数（校） ＋ 0.003085×実質収支（百万円） 
                (0.0302)   (13.890)                   (22.821) 20 





































































































































のあり方についての提言ｐ.23 ～ 49）平成21 年3 月
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「今、自治体はこう考えている～健全育成政策に関する自治体調査より～」『じどうかん2009年春号』（財）児童健全育成推進財団
pp.6-9.
総務省『地方財政統計年報』、各年版
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内閣府政策統括官（経済財政－景気判断・政策分析担当）『医療・介護・保育等における規制改革の経済効果― 株式会社等の参入に
関する検討のための試算（政策効果分析レポートNo.16）』平成15年５月　pp.35-42
萩原美智子･北浦かほる「小学生の放課後生活における児童館の位置づけ」『大阪市立大学生活科学部紀要･第47巻(1999) 』 
pp.41-48.
文部科学省『学校基本調査』、各年版
　藤丸　麻紀（和洋女子大学 人文社会科学系 准教授）
（2014年11月28日受付）
